
事業者向けの補助金の電子化及び行政手続の悉皆調査
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１.事業者向けの補助金の電子化



• 最終受益者が事業者（個人事業主、法人）である
• 採択件数もしくは最終受益者数が100件以上である
• 審査経路に地方公共団体を含まない
• 現在電子申請に対応しておらず、電子メールもしくは紙でのみ申請に対応している
• R5年度末までに廃止されておらず、現存している
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事業者向け補助金の悉皆調査の現状

原則、全ての事業者向けの補助金について、オンライン申請が原則と位置付けられているところ、
以下条件に合致する補助金は特にJグランツを利用する効果が大きいことから、各省庁にご協力いた
だき、追跡調査を行っていた。

• 秋の行政事業レビューにおいて、事業者への迅速かつ効率的な給付を可能にするため、国の既存の給付シス
テムや民間の新たなデジタル技術の積極的な活用を検討するよう、とりまとめられた。

• デジタル行財政改革会議とりまとめ2024及びデジタル社会の実現に向けた重点計画にて、2025年度以降、
全ての事業者向け補助金でオンライン申請が原則と位置づけられている。

以下の背景があり、各省庁の所管する事業者向け補助金について、悉皆調査を実施してきたところ。
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条件に該当する関係省庁の補助金等

P10の条件に該当しうる事業者向けの補助金についての、各省庁の内訳及び件数は以下の通り。
（経済産業省及び農林水産省においては、一部データを精査中のため、仮の数値）

２１

２１ １ ７ １１

１

１
３
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事業者向け補助金のオンライン化に向けて

Ｊグランツを特に利用していただくべき補助金の条件として次を設定する(P3の再掲)。

各省庁には、次のような流れで、事業者向け補助金のオンライン化を進めていただきたい。
なお、左に記載した連絡については、随時実施する。

条件を満たす補助金

①調査ツール（DXS）により、各省庁PMO及び各
補助金の原課担当者まで直接ご連絡
②Jグランツの利用の可能性について、Jグランツの
運用事業者を含め検討
③Jグランツの利用ステータスについて、デジタル
庁がDXSに登録

条件を満たさない補助金

①Jグランツの利用を希望する補助金の原課担当者
より、調査ツール（DXS）上で当庁までご連絡
②Jグランツの利用の可能性について、Jグランツの
運用事業者を含め検討
③Jグランツの利用ステータスについて、デジタル
庁がDXSに登録

調査ツール（DXS）により、網羅的にオンライン化を支援

• 最終受益者が事業者（個人事業主、法人）である
• 採択件数もしくは最終受益者数が100件以上である
• 審査経路に地方公共団体を含まない
• 現在電子申請に対応しておらず、電子メールもしくは紙でのみ申請に対応している
• R5年度末までに廃止されておらず、現存している
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各省庁の補助金オンライン化の支援

各省庁での実績の把握を目的として、調査ツール（DXS）により、各省庁の補助金のオンライン化
状況を以下のように把握する予定（開発中のため、数値は仮）。

Jグランツの各省庁への展開支援のため、以下を実施する。各省庁の補助金の原課担当者には、ご参
加いただき、積極的なJグランツの利活用を検討いただきたい。

• 各省庁PMO・原課担当者を対象としたJグランツの利用説明会
（現在開発中の制度担当者向けUIUX改善版画面での制度セットアップのハンズオンを予定）

アプローチ対象選定 提案・打合せ等の検討・利用準備 Ｊグランツ掲載
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地方分権改革有識者会議からの指摘

地方分権改革有識者会議にて、以下の４交付金を含む、国から地方公共団体へ直接交付する交付金
についても、Ｊグランツで掲載するなど、網羅的な検索ができるよう要望をいただいているところ。

補助金の調査については、事業者向けの補助金を対象に悉皆的な調査を行っていたが、ＤＸＳに投
入されているベースデータ（財務省主計局よりご提供）には交付金も含まれている。
各府省へ交付金のデータ整理についても今後依頼予定

・デジタル田園都市国家構想交付金
・過疎地域持続的発展支援交付金
・農村漁村振興交付金
・地域公共交通確保維持改善事業費補助金
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２.行政手続の悉皆調査について



◆各省庁の事業者手続のデジタル化の支援を行うために、現状把握として各省庁の行政手続等
の状況を把握するための調査を実施（各省庁のご協力の結果、補助金について調査）。

◆デジタル庁で整備している共通機能（GビズID、Jグランツ、e-Gov等）を活用したデジタル
化を各省庁に対してサポートしていくための整備計画を整理し、デジタル庁が各省をサポー
トしながらデジタル化を進めていく道筋を整理する。

事業者向け行政手続の全体像整理に向けた行政手続の悉皆調査について
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結果の分析
• e-Gov・Jグランツの各省庁
展開

• GビズID認証/署名の各省庁
展開

• 共通機能の各省庁展開
• 将来的なプラットフォーム
整理案

手続の現状
各省庁への

アンケート/調査
※本調査は調査ツール
（CRM）を用いて実施• 各省庁でプラットフォーム

サービスを利用したデジタル
化が進行

• 共通機能が認知されておらず、
各省庁への導入が進んでいな
い。

• 行政手続の類型に応じたプロ
セスの標準化やシステム標準
化が実施されていない。

• 費用対効果が合わない手続に
ついては、依然として紙で行
われている。

1. 各省庁への調査 3. 今後の整備計画の策定２. 調査結果の整理

• 各省庁システムでの認証/署名
機能実施状況の整理

• 各省庁システムでの共通機能
実装状況の整理

• e-Gov電子申請・審査支援
サービスと各省システムの棲
み分け整理

• 各省庁の行政手続類型化と共
通システム化の方向性整理

0.現状の整理 3. 今後の整備計画の策定２. 調査結果の整理
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主な質問内容

調査の目的

• 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（デジタル行政推進法）
第18条に基づく、国の行政機関等の行政手続における法定調査

• 汎用的な電子申請システムであるe-Govや各種個別システムの利用状況の把握
• 今後のオンライン化にかかる課題の把握

対象者 主要行政機関および関連部署。行政手続の担当者や意思決定者

調査方法 オンライン調査ツール（ＤＸＳ）を利用

対象手続
①各府省が所管する法令において規定されている全ての行政手続
②フェーズ１調査で判明した全ての行政手続

行政手続の悉皆調査概要（案）

調査の流れ
①R3行政手続棚卸結果及び以後の横断調査を元に、全行政手続を対象に基礎的な情報の更新
（＝「フェーズ１」調査）
②全行政手続を対象に、オンライン化状況の更新（＝「フェーズ２」調査）

フェーズ１調査

1.手続名 5.手続主体

2.所管府省 6.受け手

3.根拠法令 7.その他

4.手続類型

フェーズ２調査

1.オンライン化状況 4.関連する手続

2.手続件数 5.その他

3.申請の際に求める
情報・書類
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行政手続の悉皆調査の意義とDXSで実施する利点

DXSを用いて行政手続の悉皆調査を実施することにより、各省庁においては次の利点がある：
• 全行政手続の分布を省庁別・部局別に把握し、オンライン化率を可視化できる
• DXSにより、随時情報更新をすることにより、行政手続情報を継続的に先鋭化できる

DXSでの情報更新を常態化させることで、行政手続マスターの構築に繋がる

DXSでの行政手続のダッシュボードの例
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行政手続の悉皆調査の効率化のアプローチ

◆令和３年度行政手続等の棚卸調査を最後に、行政手続についての悉皆的な調査は実施されて
こなかった。

◆補助金申請の調査と同様に、原課担当者に直接調査ツールで情報を更新していただくことで、
職員の負担を最小化するとともに、調査の進捗等を可視化して把握可能にしたい。

これまでの行政手続調査実施までの流れ
（エクセルベース）

調査ツールを活用した調査の簡素化・可視化

• 原課の担当者が入力すればリアルタイムにデータ更新
• 官房・局総務課の取りまとめの手間が大幅に減少
• 前回調査からの変更履歴が直接閲覧可能

• ファイルの取りまとめに時間がかかる
• ファイルが返送されなければ定期更新が難しい
• データの容量が大きく、結果の分析が難しい
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過去の棚卸調査結果を用いた業務負荷低減へのアプローチ

令和３年度行政手続等の棚卸調査及び法令データを元に生成AIを活用し、
◆既存の棚卸調査の入力情報の更新
◆新規に制定された法令に基づく行政手続の提案
◆一部既存の棚卸調査から漏れていた可能性のある行政手続の提案
を実施。作業者の負担をチェック・修正メインに。

前回の棚卸調査での
入力事項

今回の調査での入力事項

法令データに
基づく入力提案

現状案(よりわかりやすいUIを目指し改良中）



各省への依頼事項

2024年10月7日から2024年11月22日の期間で、フェーズ１調査を実施するため、
◆既存の棚卸調査の入力情報の更新
◆提案された行政手続(既存の棚卸調査から漏れていた可能性のあるもの)の確認・修正
◆提案された行政手続(新規に制定された法令に基づく)の確認・修正
の作業を各省庁にて実施いただきたい。

1414

デジタル庁

各府省庁

1月

9/30

11月

入力内容を再確認し、もし誤りがあれば修正

9/23 10/7

2024年

本稼働前準備
調査問合せ対応

10月

▼開始予定 (10/7)

12/1611/4 1/6 2/141/20 2/3

フェーズ１調査回答・回収期間

(～11月22日まで予定)

3月

● 実務担当者会合にて作業周知・依頼(10/7週)

各府省PMO/文書課等
への案内

12月 2月

フェーズ２調査回答・回収期間

(～2月第3週まで予定)

調査ご回答

10/14 10/21 11/18 12/2

● 関係省庁等連絡会議会合にて作業周知(9/27) 本稼働前準備
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